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内閣

総務省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省
ナショナルトレーニングセン
ターの拡充整備

ハイパフォーマンス・サポート
事業

ハイパフォーマンスセンターの
基盤整備

ナショナルトレーニングセン
ター競技別強化拠点施設活用
事業

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成29年度当初予算）

2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会に伴って開
設される無線局と既存無線局
の周波数共用に関する調査検
討

240百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、多種
多様な無線局の運用並びに通信需要の激増が予想される。
東京近郊の電波利用密集地域での周波数緩和及び無線局の混信
等を避けるため、異なる無線システム間のより柔軟かつ稠密な周波
数共同利用の効率的な実現に向けた技術的検討を実施する。

1,167百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、
世界の国々との交流・協力関係を築きながら、スポーツの価値をさ
らに高めようとする国際的な取組に貢献するため、スポーツを通じ
た国際協力及び交流、国際スポーツ人材育成拠点の構築、国際的
なアンチ・ドーピング推進の強化支援を柱とする「スポーツ・フォー・
トゥモロー」プログラムを推進するとともに、新たに、オリンピック・パ
ラリンピック・ムーブメントを日本全国へ波及させるための取組を実
施する。

所管 事業名
29年度

予算（案）

2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会推進本部
経費

576百万円

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部
の運営及び大会成功に向けた取組の推進・総合調整を行う。また、
日本全国でオリンピック・パラリンピック成功に向けた機運を高める
ためにホストタウンによる地域活性化や国際交流の推進、オリパラ
アンバサダー（仮称）の導入等ボランティア人材の育成普及、
「beyond 2020 プログラム」の全国展開を行うとともに、基本方針の
推進に関する調査等の取組を行う。

スポーツ・フォー・トゥモロー等
推進プログラム

事業の概要

競技力向上事業

3,640百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、トップアスリートが、同一の活動拠点で
集中的・継続的にトレーニング・強化活動を行うため、パラリンピック
競技の使用を想定したナショナルトレーニングセンター（NTC）を整
備し、オリンピック競技とパラリンピック競技の共同利用化を図る。

9,150百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、東京都北区西が丘地区にある国立ス
ポーツ科学センター（JISS）及びNTC等から構成される「ハイパ
フォーマンスセンター」について、ハイパフォーマンスに関する情報
収集や競技用具の機能を向上させる技術等を開発するための体制
を整備するとともに、同センターにおける各種情報を一元的に管理
するシステムを構築し、我が国の国際競技力を強化していくための
基盤を整備する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、ＮＴＣ（中核拠点）のみでは対応が困難
な冬季、海洋・水辺系、屋外系のオリンピック競技、高地トレーニン
グ及びパラリンピック競技について、既存の施設を活用した事業を
実施する。

1,591百万円

945百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、2020年東京大会における追加競技を
含む各競技団体が行う日常的・継続的な強化活動及び2020年東京
大会で活躍が期待される次世代アスリートの発掘・育成などの戦略
的な強化について、オリンピック競技とパラリンピック競技の一体的
な支援を実施する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、メダル獲得が期待されるスポーツを対
象に、多方面から専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施
する。

900百万円
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所管 事業名
29年度

予算（案）
事業の概要

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省

農林水産省

国土交通省

11百万円

809百万円

世界的なテロの脅威が増大する中、2020年開催の東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会を見据え、テロ等の未然防止を図るとと
もに、テロ事案発生時における対処等、法執行能力を強化するた
め、東京港等の詳細な海洋調査を実施し、海上警備体制の構築に
必要な最新の情報を含んだ警備用参考図の整備を行うための小型
測量船の代替整備を着実に進める。

海上警備体制等の強化

74百万円

15百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた救急医療
提供体制の整備を図るため、爆発物や、銃器、刃物などの外的要
因による創傷（切創、銃創、爆創等）により生じた外傷治療を担う外
科医を育成し、負傷者への医療提供体制の整備を図る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功のために
は、大会施設の整備や大会に向けた各種建設工事が、安全かつ着
実に実施される必要があるが、こうした建設投資の増大に対し、作
業に習熟した労働者や現場管理者の不足も懸念され、更なる安全
管理の徹底が求められる。
このため、これらの各種建設工事において、建設業の経験が浅い
方や管理監督者等に対する安全衛生教育、工事の施工業者への
技術指導等を行う。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における馬術競技
に際し、馬ピロプラズマ病の我が国への侵入及び競技出場馬への
まん延を防止して競技の円滑な実施に資するため、馬術競技場及
びその周辺の疾病を媒介するダニの駆除を実施するとともに、駆除
効果を測定する。

スポーツ研究イノベーション拠
点形成プロジェクト

日本障害者スポーツ協会補助
（競技力向上推進事業）

スポーツ国際展開基盤形成事
業

外傷外科医養成研修事業

2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会に係る建設
需要に対応した労働災害防止
対策

2020年東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会馬術競技
場における衛生管理事業委託
費

2020年東京オリンピック競技大会における日本代表選手のメダル
獲得に向けて、国際審判員等養成プログラムなどに取り組む。

ドーピング防止活動推進事業 201百万円

ユネスコ「スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約」に
おける「国の役割」であるドーピングの防止に関する教育・研修及び
研究に係る取組を実施する。特に2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会をドーピングのないクリーンな大会として成功させる
ために、国際競技大会に対応できるドーピング検査員等の育成、ア
スリートやサポートスタッフに対する教育及び学校教育課程におけ
る教育の推進、最新の検査手法の研究・開発を行う。

女性アスリートの育成・支援プ
ロジェクト

388百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、女性アスリートの国際競技力の向上を
図るため、女性特有の課題に着目した調査研究や医・科学サポート
等の支援プログラム、女性競技種目における強化プログラム、女性
エリートコーチの育成プログラム、産婦人科医等への講習会を実施
する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、スポーツに関する独創的で革新的な
研究や、地域・組織の特性を最大限に生かした斬新な研究につい
て、次世代の中核を担う優秀な若手研究者の育成への取組を含め
て行う機関を「スポーツ研究イノベーション拠点」として指定する。

日本オリンピック委員会補助 113百万円

86百万円

51百万円
2020年東京パラリンピック競技大会における日本代表選手のメダル
獲得に向けて、国際競技力の向上に資する情報収集・提供やドー
ピング防止活動の推進などに取り組む。

101百万円

国際的地位の向上、国際競技大会等の招致・開催、スポーツを通じ
た国際交流・協力等の我が国のスポーツ国際政策を統合的に展開
し、その効果を最大限に高めるため、官民合同の「スポーツ国際戦
略会議」を設置するとともに、国内外の政策・情報を収集・分析し、
共有・活用する国際情報収集・分析拠点を形成する。これらの基盤
を活用し、国際競技連盟役員等の選挙及び国際的な人材の育成を
支援する。



所管 事業名
29年度

予算（案）
事業の概要

環境省

環境省

環境省

環境省

20,128百万円

2020年オリパラ東京大会におけるグリーン購入の実施に関する技
術的支援を視野に、これまでの国内外のイベントにおけるグリーン
購入の対象品目、基準等の調査を行い課題を明確化するとともに、
環境ラベルおよび環境関連技術等の動向を把握する。さらに、国内
外イベントにおける環境配慮の取組等を参考に、プレミアム基準の
考え方を活用した各種イベントにおけるグリーン購入ガイドラインを
策定し、2020年オリパラ東京大会での活用を検討していく。

①外国人旅行者等に対し、熱中症の意識調査や水分補給の重要
性を伝えるための活動を行うことで、外国人に対する熱中症の普及
啓発手法を検討し実施する。
②夏季に開催されるイベントにおける熱中症対策ガイドライン(平成
27年度作成)の有効性の確認や検証を行う。さらに、ガイドラインの
見直しともに、「熱中症環境保健マニュアル2014」との統合を図る。

2020年の東京オリンピック・パラリンピック大会では、国内のみなら
ず、海外からも多くの観光客が東京都市圏を訪れることから、大量
の廃棄物の排出が予想される。そこで、廃棄物を排出する者にとっ
てわかりやすい仕組みについて、東京都が目標としている2019年
度までの導入を目指し、実効性の高い分別のあり方の検討を行うこ
とで、東京オリンピック来場者に対して、日本の優れた3R政策をア
ピールするとともに、環境省全体の目標である、大会を通じての廃
棄物の発生抑制及び再資源化を促進する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の主要大会会場
周辺地区を対象に気温、湿度等を実測調査し、会場周辺地区の暑
さ指数の推計手法を確立する。熱中症対策として特にリスクの高い
場所での暑さ指数を大会開催期間に日本の夏に不慣れな外国人を
含む観客等に熱中症予防情報の発信等に活用。

熱中症対策推進事業（2020年
東京オリンピックに向けた熱中
症に関する普及啓発事業）

東京オリンピックを契機とした
一般廃棄物の統一分別ラベル
導入検討事業

オリンピック・パラリンピック暑
熱環境測定事業

東京オリンピック・パラリンピッ
クにおけるグリーン購入促進
検討

計

3百万円

21百万円

17百万円

29百万円


